エジプト経済 -- 高成長の維持と不満の噴出 (特集 2008年の開発途上国をめぐる回顧と最近の動向 -- 第2部 2008年の世界経済変動と開発途上国) by 土屋 一樹
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先を示したものが表４である。まず民間投資総額を見ると、最近四年は毎年約四〇％ずつ拡大し、二〇〇七／二〇〇八年度には一三四〇億エジプト・ポンド（約二四四億ドル）となっている。近年 主要投資先は、原油・天然ガス部門、製油 製造業部門、輸送・通信部門となっている。なかでも製油・製造業部門は二 〇六／二〇〇七年度
表１　成長率の推移（単位：％）
2004/2005 2005/2006 2006/2007 2007/2008
実質GDP成長率 4.6 6.9 7.1 7.2
部門別成長率
　農業 3.3 3.2 3.7 3.3
　鉱業（原油・ガス） 0.6 20.8 3.9 4.0
　製造業 4.4 5.8 7.3 8.0
　建設業 5.0 14.0 15.8 14.8
　卸・小売業 3.1 6.5 8.3 7.1
　金融 4.1 5.3 7.1 7.6
　レストラン＆ホテル 21.1 4.3 13.2 24.3
　輸送 6.0 7.5 8.0 8.1
　通信 9.4 10.3 14.1 14.2
（出所）CentralBankofEgypt,MontlyStatisticalBulletin.
表２　主要外貨収入（単位：100万米ドル）
2004/2005 2005/2006 2006/2007 2007/2008
原油・石油製品輸出 5,299 10,222 10,108 14,473
スエズ運河通行料 3,307 3,559 4,170 5,155
観光収入 6,430 7,235 8,012 10,827
出稼ぎ送金 4,330 5,034 6,321 8,559




2004/2005 2005/2006 2006/2007 2007/2008
アメリカ 49.3 50.1 35.8 36.1
　EU
　　ドイツ 1.0 1.2 0.7 1.1
　　フランス 8.2 6.2 0.3 2.5
　　イギリス 1.2 19.0 16.9 17.1
　　イタリア 0.4 0.2 12.5 0.2
　　ギリシャ 0.6 1.5 0.2 0.6
　アラブ諸国
　　サウジアラビア 0.8 1.1 1.6 1.2
　　UAE 1.0 0.7 23.3 4.0
　　クウェート 0.4 0.8 0.2 8.9
　　レバノン 0.5 2.6 0.1 0.7
総計粗流入額
（100万米ドル）




2004/2005 2005/2006 2006/2007 2007/2008













卸・小売り 900 1,266 2,050 5,000
レストラン＆ホテル 2,200 3,000 3,450 4,938
不動産 9,900 10,454 11,500 12,800
その他 2,081 6,300 8,123 12,705
民間部門投資総額 47,300 66,325 97,300 134,050
（出所）表１に同じ。
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以降に最大の投資先となっている。少し分類が細かくなっている二〇〇七／二〇〇八年度を見ると、製造業への投資が突出して多く三〇九億エジプト・ポンド（民間投資全体の二三％） であり、 それ以外に原油 （同九％） 、天然ガス（同一四％） 、輸送 同一〇％） 、通信（同一〇％） 不動産（同一〇％）と各部門に投資が分散している。つまり現在の民間投資は、製造業向けが最も多く、またその他では資源部門（原油・天然ガス）と国内サービス部門（輸送・通信・不動産）への投資が中心となっている。
　以上から、目下のエジプ










































だろうか。前述のように 目下の高成長を支える要因に海外からの資金流入がある。そのひとつであるＦＤＩ流入の急増は、経済改革によってエジプトの国内投資環境が改善された面もあるが、同時 英米二カ国をはじめとする好景気の先進諸国が積極的に海外投資を増加したからでもある。従て、今後も多額のＦＤＩ流入が継続す かどうかは、先進国の経済情勢の行方に大きく依存するだろう。
　国際経済情勢の行方は、伝統的な四大外
貨収入源（原油輸出・スエズ運河通行料・観光収入・出稼ぎ送金）にも大きく影響す
る。特に原油価格の動向は、原油／石油製品の輸出収入およびスエズ運河通行料を通じて政府の財政収入にも直結する。財政状況は、 公的部門賃金や補助金制度など、 中 ・低所得者層の生活に直接的 影響する要因となる。
　さらに国際食糧価格の動向もエジプト経
済に影響を与える。二〇〇八年初めの急激な価格上昇の際、政府はバラディ・パンの供給増加や食糧補助対象者の拡大など食糧補助制度を拡充することで対応したが、市場経済メカニズムを重視する経済改革と現行の補助金 両立させ ことは困難になっている。また、現在の高インフレの主要因も食品価格の高騰である。国 食糧価格の動向は政府の経済政策と国民 生活に大きな影響を与えるも と っており、今後のエジプト経済の持続的成長 左右要因となるだろう。
　現在の高成長は、未曾有の外貨流入など
対外要因が大きく影響している。外貨流入の増加は二〇〇四年以降の 改革によって促進されたことは確かであるが、外部済環境 影響も大きい。先進国経済および原油価格の動向に不透明感が増しつつあるなか、エジプト経済 少なからずその影響を受けることになるだろう。現在のエジプト経済は、これまで以上に国際経済との結びつきが深まっている である。
（つちや 　いちき／アジア経済研究所地域研究センター）
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